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■概要

愛知大学 三遠南信（さんえんなんしん）
地域連携研究センター（以下、同セン
ター）は、同大学が位置する愛知県東
部の東三河地域、静岡県西部の遠州
地域、長野県南部の南信地域からなる 

「三遠南信地域」における越境地域特有
の課題を学術的な視点と手法で解き明か
すことを目的として2006年に設立された。
2011年には「地域を見つめ、地域を活か
す」をキャッチコピーとして愛知大学地域
政策学部が設立された。同学部では、問
題意識を持ちながら体系的に学べるカリ
キュラムのコアにGIS教育を位置づけてお
り、地域の課題を発見・解決する力を養う
ためのカリキュラムとなっている。
同センターは、自治体や住民と連携した
地域政策の研究や越境地域の政策を支
援する人材の育成を目指している。同セン
ターの蒋教授は中山間地域における通信
事業のコストをArcGISで解析し、その結
果を政策検討の資料として自治体に提供
することで、自治体との連携を行った。教
育面に関しては、越境地域の政策を支援
する人材の育成として、GIS教育を通じて
地域住民に学びの成果を披露し、学生と
地域住民のコミュニケーションを活発化
することができた。

■課題

日本国内の約4割の市町村は県境に接し
ており、行政境界を跨いだ越境地域では
歴史や文化が類似しているが、連携して政
策立案を実施できている地域は多くない。
また、近年大学のあり方として自治体や地
域住民との連携が求められており、地域と
連携した政策の立案には人材育成の視
点が欠かせない。そのため、大学として授
業やゼミなどの教育活動を通じて地域へ
の貢献が求められていた。
そこで同センターでは設立時に、三遠南
信地域の自治体や住民と連携した地域
政策の研究や教育への取り組みにおいて
GISの導入を検討していた。

■ArcGIS採用の経緯

GIS導入にあたっては複数のソフトウェア
を検討し、①操作資料が豊富に準備さ
れていること、②充実したユーザーコミュ
ニティが存在すること、が求められた。①
に関しては、ESRIジャパンのサポートサ
イトや米国Esri社のWeb上にArcGISの
操作資料が公開されているため、それら
を活用することで不明点の解消が可能
であった。②に関しては、GISコミュニティ
フォーラムや米国のEsriユーザー会など
ArcGIS製品に関するコミュニティが充実
しており、導入や使い方に関する相談がで
きたことが導入の決め手となった。
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課題
・越境地域での歴史や文化のつながりを生か
した政策立案
・地域住民と連携した政策立案ができる人材
育成

導入効果
・自治体での研究成果の活用
・地域住民と学生のコミュニケーションの活
性化

地域政策学部のGIS カリキュラムモデル

ArcGISで自治体や地域住民との地域連携を促進

行政境界を越えた政策立案/人材育成を目指して
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導入当初は教育機関向けのライセンスを
使用していたが、GIS教育をカリキュラムの
コアに位置付けた地域政策学部の設立を
きっかけに、2011年から授業や研究でも
利用ができるArcGISサイトライセンスを
導入した。

■課題解決手法

同センターに所属しているメンバーは、三
遠南信地域に関連する様々な研究や教
育活動に取り組んでおり、ここでは2つの
例を紹介する。

中山間地域情報通信整備事業の研究
越境地域が抱える問題の一つに中山間エ
リアにおける情報通信整備事業のコストが
ある。蒋教授は、標高50m以上の面積が全
体の約8割を占めている三遠南信地域を
対象に情報通信整備事業の研究を進めて
いる。中山間エリアは、整備に多大なコスト
がかかることから、民間企業の参入は見込
めない。そのため、自治体が「公設公営」の
情報通信ネットワーク事業を運用し、住民
が1人でも住んでいれば、その中山間エリア
の住宅まで回線を整備する必要がある。
そこで蒋教授は、通信事業者から提供され
た愛知県北設楽郡に属する東栄町の回線
のCADデータをArcGISでGISデータに変

換し、人口データや住居データを重ね合わ
せて回線整備のコストを解析した。東栄町
の中山間エリアでは人口規模の小さい集
落が広範囲に分布し、情報通信ネットワー
クの回線コストが非常に高くなっていること
を明らかにした。また、人口減少や少子高
齢化が進む中山間エリアでは、事業収益
の改善が見込めないことも判明した。

まちづくりに関する地理情報の作成
まちづくりに関する地理情報の調査・分析
を研究のテーマにしている駒木教授のゼ
ミでは、昔あった店や住んでいる人たちの
思い入れのある場所など、過去のまちの姿
を記録し、わかりやすい形で地域の方へ
の公開に取り組んでいる。
まずは、学生と共に豊橋市の住民に過去
の様子や建物利用の種類などをヒアリン
グした。ヒアリングの内容を基に、ArcGIS 
Desktopを使用して豊橋市中心市街地
における過去の建物利用状況を再現し、
GISデータ化することにより、街区ごとの
建物利用の種類を色分けして定量的な分
析を行った。

■効果

中山間地域情報通信整備事業の研究で
は、分析結果を関連自治体に共有するこ

とで、自治体の事業計画や政策検討のた
めの根拠として活用されるなど、自治体と
の地域連携を行うことができた。
また、豊橋市中心市街地における過去の
建物利用状況をまちづくりイベントで披露
した結果、地域住民に興味を持ってもらう
ことができ、まちのかつての姿を通じて学
生と地域住民とのコミュニケーションの活
性化につながった。

■今後の展望

蒋教授は中山間地域情報通信整備事業
以外にも、自動車産業のサプライチェーン
や地域災害の研究でArcGISを積極的に
活用し、さらにビッグデータやAIなど最新
テクノロジーの連携にも取り組んでいく予
定である。
教育面に関しては、2022年の「地理総合」
必修化を見越して、文系総合大学として
これまで培った経験を活かしながらGIS
教育をより高めていきたいと駒木教授は
語った。
同センターでは、自治体や地域住民との
地域連携に関して、大学生に限らず自治
体職員や高校教員を対象とした人材育成
を行いつつ、お互いの立場や目的などを
理解し、それぞれのニーズに合った地域
連携を進めていく予定である。
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